
平成 15年 3月期    中間決算短信 (非連結) 平成 14年 11月 7日

上   場   会   社   名   田中商事株式会社 登録銘柄

コード番号       7619 本社所在都道府県　

　(ＵＲＬ　http://www.tanakashoji.co.jp）

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　石川　安信 TEL (03) 3765 - 5211
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 7日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 －年 －月 －日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　売    上    高 　   　 営　業　利　益 　　 　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 8,728 0.7 219 25.7 341 17.1
13年 9月中間期 8,669 7.2 174 24.4 291 26.0
14年 3月期 18,170 457 715

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

         ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 156 0.3 23.61 -
13年 9月中間期 155 27.3 23.54 -
14年 3月期 389 58.97 -
(注)１．持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円

     ２．期中平均株式数    14年 9月中間期     6,607,955 株   13年 9月中間期     6,611,431 株   14年 3月期     6,610,607 株

     ３．会計処理の方法の変更　　 無

     ４．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　 　５．期中平均株式数及び期末発行済株式数は、自己株式控除後のものであります。

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 - －
13年 9月中間期 - －
14年 3月期 － 15.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 15,261 4,781 31.3 724.25
13年 9月中間期 15,193 4,518 29.7 683.48
14年 3月期 16,085 4,750 29.5 718.70
(注)１．期末発行済株式数　14年 9月中間期      　6,601,710 株　13年 9月中間期      　6,610,480 株　14年 3月期      　6,609,580 株
 　 ２．期末自己株式数　　14年 9月中間期         　18,290 株　13年 9月中間期          　9,520 株　14年 3月期         　10,420 株

(4)キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　 　投資活動による 　　　 財務活動による 　    現金及び現金同等物

　　 キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　   期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 315 △ 210 △ 85 777
13年 9月中間期 420 △ 206 △ 57 802
14年 3月期 653 △ 518 △ 22 757

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　売    上    高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益 　 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 19,000 870 450 15.00 15.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   68 円 13 銭 

（注）　業績予想につきましては、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成しており、様々な不確定要素が内在してい

        るため、実際の業績は異なる結果となる可能性があります。業績予想に関する事項は、添付資料の２ページをご参照ください。
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(添付資料) 
 
Ⅰ．企業集団の状況 

当社は関係会社がないため、該当事項はありません。 
 

Ⅱ．経営方針及び経営成績 
1．経営方針 
（1）会社経営の基本方針 

 当社は、電設資材の総合卸売商社として、特定のメーカー系列に属さない自主独立の経営姿
勢を貫き、顧客にはクオリティーの高い商品を提供し、併せて企業間競争の激化する環境下に
おいてきめ細かいデリバリーサービスを行い、顧客に満足を提供し、「利益ある成長」を続ける
企業として、広く地域社会の発展に寄与することを経営の基本方針としております。 

（2）利益配分に関する基本方針 
 当社は、株主への利益還元を経営の重要政策とし、安定配当の継続及び配当性向の向上に留
意するとともに、総合的な経営基盤の強化ならびに事業展開に必要な資金を内部留保すべく努
力したいと考えております。 
 配当につきましては、業績の進展状況に応じて、配当性向等を勘案し増配等の方策により、
株主に対して利益還元を行う方針であります。 

（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針 
 当社は、株式の流動性向上ならびに株主数の増加を資本施策上の重要課題であると認識して
おります。現在の株価水準及び投資最低金額を考慮し、投資家の皆様により投資しやすい環境
を整えるために株式投資単位を引き下げる方向で検討を進めてまいりたいと考えております。 
 なお、具体的な施策及びその時期につきましては、未定であります。 

（4）中長期的な経営戦略 
 当社は、地域及び得意先のシェアを拡大するために営業拠点のネットワーク網を拡充し、現
場対応を迅速に行う等の質の高いサービスを提供できる体制強化を推進してまいります。具体
的には、上半期に東京都台東区に台東営業所を開設いたしました。各種の情報が集中する首都
圏だけで 25 箇所の営業拠点を配することとなり、同時に全社で 40 箇所のネットワーク網を広
げることとなりました。 
 経営戦略の一環として、今後とも、ネットワーク網の拡充を推進し、営業基盤の強化に努め
てまいります。 

（5）会社の対処すべき課題 
 下半期の国内経済は、国内株価の下落、米国経済の先行き懸念等の影響を受け、景気の早期
回復は見込みにくい状況にあり、今後ますます不透明感を増していくと予測されます。 
 このような経済状況下、当社は不況に耐え得る経営基盤の再構築のため、ネットワーク網の
拡充及びさらなる新規・深耕開拓の推進に努めてまいります。業務の効率化を図り、経費の削
減を推進し、企業体質の強化を図ってまいる所存であります。 
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2．経営成績及び財務状態 
（1）当期の概況 

 当中間期におけるわが国経済は、厳しい雇用環境を背景とした個人消費の低迷、デフレ傾向
で推移する物価等厳しさを増す環境となっております。 
 一方、当社の属する建設関連業界におきましても、景気の低迷から消費が伸びず、公共及び
民間設備投資の減少、住宅着工戸数の減少と低迷感を脱しきれないまま推移いたしました。 
 このような状況下で、当社は、積極的な新規・深耕開拓に取り組んでまいりました。東京都
台東区に台東営業所を新たな営業拠点として開設し、ネットワーク網の拡充とともに業績向上
を図ってまいりました。 
 この結果、当中間期の売上高は 8,728,608 千円（前年同期比 100.7％）と増収になりました。 
 一方、損益面におきましては、経常利益は 341,978 千円（前年同期比 117.1％）、中間純利益
は 156,013 千円（前年同期比 100.3％）の増益となりました。 

（2）通期の見通し 
 下半期の国内経済は、国内株価の下落、米国経済の先行き懸念、景気の低迷による公共投資・
設備投資控えや回復しない個人消費等依然厳しい状況により、今後とも不透明感を増す厳しい
環境で推移していくものと思われます。 
 このような経済環境において、当社は、新規・深耕開拓の推進、地域密着営業の充実を図り、
販売のより一層の強化に努めてまいります。さらに、管理体制の根本的整備を進め、コストの
削減、収益力の向上を図る所存であります。 
 平成 15年 3月期の業績見通しを売上高 19,000,000 千円（前期比 104.6％）、経常利益 870,673
千円（前期比 121.6％）、当期純利益 450,178 千円（前期比 115.5％）を見込んでおります。 

（3）キャッシュ・フロー 
 当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ 19,613
千円増加し、当中間期末には 777,365 千円となりました。 
 また当中間期中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動の結果得られた資金は、315,767 千円（前年同期比 75.0％）となりました。 
 これは主に、前事業年度の業績好調により増加していた売上債権・仕入債務が回収・決済さ
れたこと等によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果使用した資金は、210,512 千円（前年同期に使用した資金は 206,435 千円）と
なりました。 
 これは主に、台東営業所（東京都台東区）の新設、前期新設した営業所の支払いがあったこ
と等によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果支出した資金は、85,641 千円（前年同期に支出した資金は 57,243 千円）とな
りました。 
 これは主に、長期借入金の返済がすすんだためであります。 
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Ⅲ．中間財務諸表等 
中間貸借対照表 

（単位：千円） 

前中間期 

(平成13年 9月 30日現在) 

当中間期 

(平成14年 9月 30日現在) 

前  期 

(平成14年 3月 31 日現在) 

期 別 

 

 

科 目 金 額 金 額 

前年中間期増減 

金 額 

（資産の部）     

Ⅰ  流動資産     

1. 現金及び預金 802,539 777,365 △ 25,173 757,752 

2. 受取手形 3,827,654 3,302,060 △ 525,594 4,162,308 

3. 売掛金 2,657,495 2,693,575 36,080 2,832,406 

4. たな卸資産 695,662 789,740 94,077 752,739 

5. 繰延税金資産 66,490 84,180 17,690 79,818 

6. その他 22,469 41,425 18,956 19,952 

7. 貸倒引当金 △ 77,996 △ 89,777 △ 11,780 △ 88,838 

 流動資産合計 7,994,314 7,598,570 △ 395,744 8,516,137 

Ⅱ  固定資産     

(1) 有形固定資産     

1. 建物 1,669,803 1,914,629 244,826 1,837,846 

2. 土地 4,532,381 4,647,394 115,012 4,647,394 

3. その他 231,245 215,552 △ 15,692 278,472 

 有形固定資産合計 6,433,430 6,777,576 344,146 6,763,713 

(2) 無形固定資産 197,230 197,007 △ 223 197,119 

(3) 投資その他の資産     

1. 差入保証金・敷金 291,253 295,552 4,299 299,219 

2. 繰延税金資産 160,454 257,266 96,812 196,068 

3. その他 249,852 345,291 95,438 251,575 

4. 貸倒引当金 △ 132,716 △ 210,116 △ 77,399 △ 138,672 

 投資その他の資産合計 568,843 687,994 119,150 608,190 

 固定資産合計 7,199,504 7,662,578 463,073 7,569,023 

 資産合計 15,193,819 15,261,148 67,329 16,085,161 
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（単位：千円） 

前中間期 

(平成13年 9月 30日現在) 

当中間期 

(平成14年 9月 30日現在) 

前  期 

(平成14年 3月 31 日現在) 

期 別 

 

 

科 目 金 額 金 額 

前年中間期増減 

金 額 

(負債の部)     
Ⅰ  流動負債     

1. 支払手形 1,677,328 1,263,785 △ 413,543 1,785,568 

2. 買掛金 1,953,099 1,916,555 △ 36,544 2,197,725 

3. 短期借入金 4,910,000 5,310,000 400,000 5,110,000 

4. 一年以内返済予定長期借入金 845,964 429,806 △ 416,158 845,964 

5. 未払法人税等 126,648 201,775 75,126 237,537 

6. 賞与引当金 135,258 129,136 △ 6,122 130,343 

7. その他 292,064 253,543 △ 38,521 374,180 

 流動負債合計 9,940,364 9,504,601 △ 435,762 10,681,319 
Ⅱ 固定負債     

1. 長期借入金 276,706 346,900 70,194 112,474 

2. 退職給付引当金 295,633 444,627 148,994 363,731 

3. 役員退職慰労引当金 163,000 183,700 20,700 177,300 

 固定負債合計 735,339 975,227 239,888 653,505 

 負債合計 10,675,703 10,479,828 △ 195,874 11,334,824 
(資本の部)     

Ⅰ  資本金 627,700      ― △ 627,700 627,700 

Ⅱ  資本準備金 506,593      ― △ 506,593 506,593 

Ⅲ  利益準備金 125,000      ― △ 125,000 125,000 

Ⅳ  その他の剰余金     

1. 任意積立金 3,020,000      ― △ 3,020,000 3,020,000 

2. 中間(当期)未処分利益 231,064      ― △ 231,064 465,280 

 その他の剰余金合計 3,251,064      ― △ 3,251,064 3,485,280 
Ⅴ その他有価証券評価差額金 12,526      ― △ 12,526 10,854 

Ⅵ 自己株式 △ 4,768      ― 4,768 △ 5,091 

 資本合計 4,518,116      ― △ 4,518,116 4,750,337 

      
Ⅰ  資本金      ― 627,700 627,700      ― 

Ⅱ  資本剰余金     

1. 資本準備金      ― 506,593 506,593      ― 

 資本剰余金合計      ― 506,593 506,593      ― 
Ⅲ  利益剰余金     

1. 利益準備金      ― 125,000 125,000      ― 

2. 任意積立金      ― 3,270,000 3,270,000      ― 

3. 中間(当期)未処分利益      ― 252,149 252,149      ― 

 利益剰余金合計      ― 3,647,149 3,647,149      ― 
Ⅳ その他有価証券評価差額金      ― 11,045 11,045      ― 

Ⅴ 自己株式      ― △ 11,169 △ 11,169      ― 

 資本合計      ― 4,781,319 4,781,319      ― 

 負債・資本合計 15,193,819 15,261,148 67,329 16,085,161 
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中間損益計算書 

(単位：千円) 

前中間期 

自 平成13 年 4月 1 日 

至 平成13 年 9 月 30 日 

当中間期 

自 平成14 年 4月 1 日 

至 平成14 年 9 月 30 日 

前  期 

自 平成13 年 4月 1 日 

至 平成14 年 3 月 31 日 

期 別 

 

 

 

科 目 金 額 
百分比 

（％） 
金 額 

百分比 

（％） 

前年中間期 

増   減 

金 額 
百分比 

（％） 

Ⅰ  売上高 8,669,421 100.0 8,728,608 100.0 59,187 18,170,238 100.0 

Ⅱ 売上原価 7,095,923 81.9 7,136,690 81.8 40,767 14,907,010 82.0 

 売上総利益 1,573,497 18.1 1,591,917 18.2 18,419 3,263,227 18.0 

Ⅲ  販売費及び一般管理費 1,399,085 16.1 1,372,606 15.7 △ 26,479 2,805,572 15.5 

 営業利益 174,411 2.0 219,310 2.5 44,899 457,654 2.5 

Ⅳ  営業外収益 145,800 1.7 149,581 1.7 3,780 309,436 1.7 

1. 受取利息 3,497  3,436  △ 61 10,049  

2. 仕入割引 128,849  135,480  6,631 269,645  

3. その他 13,453  10,663  △ 2,789 29,741  

Ⅴ 営業外費用 28,285 0.3 26,913 0.3 △ 1,371 51,154 0.3 

1. 支払利息 28,285  22,453  △ 5,831 51,154  

2. その他   ―  4,460  4,460   ―  

 経常利益 291,926 3.4 341,978 3.9 50,051 715,936 3.9 

Ⅵ 特別利益 17 0.0 107 0.0 90 17 0.0 

Ⅶ 特別損失 1,367 0.0 51,771 0.6 50,404 4,393 0.0 

 税引前中間（当期）純利益 290,577 3.4 290,314 3.3 △ 262 711,561 3.9 

 法人税、住民税及び事業税 125,000 1.5 200,000 2.3 75,000 359,500 2.0 

 法人税等調整額 9,976 0.1 △ 65,698 △ 0.8 △ 75,675 △ 37,755 △ 0.2 

 中間(当期)純利益 155,600 1.8 156,013 1.8 412 389,816 2.1 

 前期繰越利益 75,464  96,136  20,672 75,464  

 中間(当期)未処分利益 231,064  252,149  21,085 465,280  
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中間キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円) 

前中間期 

自 平成 13 年 4 月 1 日  

至 平成 13 年 9 月 30 日 

当中間期 

自 平成 14 年 4 月 1 日  

至 平成 14 年 9 月 30 日 

前  期 

自 平成 13 年 4 月 1 日  

至 平成 14 年 3 月 31 日 

期 別 

 

 

 

科 目 金 額 金 額 

前年中間期増減 

金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 税引前中間（当期）純利益 290,577 290,314 △ 262 711,561 

 減価償却費 82,006 88,121 6,115 171,001 

 貸倒引当金の増加額（△減少額） △ 16,554 72,383 88,938 242 

 賞与引当金の増加額（△減少額） 24,346 △ 1,207 △ 25,554 19,432 

 退職給付引当金の増加額 36,152 80,896 44,743 104,250 

 役員退職慰労引当金の増加額（△減少額） △ 63,400 6,400 69,800 △ 49,100 

 受取利息及び受取配当金 △ 4,161 △ 3,771 389 △ 10,885 

 支払利息 28,285 22,453 △ 5,831 51,154 

 固定資産除売却損 1,367 1,513 145 4,393 

 固定資産売却益 △ 17 △ 107 △ 90 △ 17 

 売上債権の減少額 770,788 906,062 135,274 255,300 

 たな卸資産の増加額 △ 4,624 △ 37,000 △ 32,375 △ 61,702 

 差入保証金の増加額 △ 6,501 △ 7,084 △ 583 △ 14,717 

 その他の資産の減少額（△増加額） △ 1,828 △ 13,837 △ 12,009 1,713 

 仕入債務の増加額（△減少額） △ 334,427 △ 805,363 △ 470,936 14,801 

 その他の負債の減少額 △ 53,082 △ 10,068 43,014 △ 77,523 

 役員賞与の支払額 △ 20,000 △ 20,000      ― △ 20,000 

   小    計 728,925 569,702 △ 159,222 1,099,905 

 利息及び配当金の受取額 4,161 3,771 △ 389 10,885 

 利息の支払額 △ 29,378 △ 21,944 7,433 △ 50,774 

 法人税等の支払額 △ 282,936 △ 235,762 47,174 △ 406,548 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 420,771 315,767 △ 105,003 653,468 
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(単位：千円) 
前中間期 

自 平成 13 年 4 月 1 日  

至 平成 13 年 9 月 30 日 

当中間期 

自 平成 14 年 4 月 1 日  

至 平成 14 年 9 月 30 日 

前  期 

自 平成 13 年 4 月 1 日  

至 平成 14 年 3 月 31 日 

期 別 

 

 

 

科 目 
金 額 金 額 

前年中間期増減 

金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 有形固定資産の取得による支出 △ 240,397 △ 220,502 19,894 △ 554,023 

 有形固定資産の売却による収入 456 397 △ 58 688 

 貸付けによる支出 △ 1,501 △ 462 1,039 △ 3,838 

 貸付金の回収による収入 1,571 690 △ 881 4,540 

 その他の投資による支出 △ 3,774 △ 1,812 1,962 △ 4,558 

 その他の投資の回収による収入 37,209 11,177 △ 26,032 38,393 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 206,435 △ 210,512 △ 4,076 △ 518,797 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 短期借入金の純増加額 200,000 200,000      ― 400,000 

 長期借入れによる収入      ― 500,000 500,000      ― 

 長期借入金の返済による支出 △ 157,932 △ 681,732 △ 523,800 △ 322,164 

 自己株式の取得による支出 △ 1,033 △ 6,077 △ 5,043 △ 1,357 

 配当金の支払額 △ 98,277 △ 97,831 445 △ 98,844 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 57,243 △ 85,641 △ 28,398 △ 22,365 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 157,092 19,613 △ 137,478 112,304 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 645,447 757,752 112,304 645,447 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 802,539 777,365 △ 25,173 757,752 
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの・・・中間決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。 

 

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・・・移動平均法による原価法を採用しております。 

貯蔵品・・・最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

 

3．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・・定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

     建物 10 年～50 年 

無形固定資産・・・定額法を採用しております。 

長期前払費用・・・定額法を採用しております。 

 

4．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払に備えるため、支給見込額基準により当中間会計期間負担額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については､15 年による按分額を費用計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額法により翌事業

年度から処理することとしております。 

（4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しております。 

 

5．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

6．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

 

7．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理…税抜方式によっております。 
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［追加情報］ 

（自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1 号）を適用しております。

これによる当中間期の損益に与える影響はありません。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

 

 

［中間貸借対照表関係］ 

 前中間期 当中間期 前  期 

1．有形固定資産の減価償却累計額   

 2,198,432 千円 2,322,644 千円 2,260,495 千円 

2．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。  

（イ）担保に供している資産    

建物 96,346 千円 90,445 千円 93,292 千円 

土地 376,781 376,781 376,781 

計 473,127 467,226 470,073 

（ロ）上記に対応する債務    

短期借入金 149,500 千円 169,300 千円 159,400 千円 

一年以内返済予定長期借入金 84,800 79,800 84,800 

長期借入金 90,700 10,900 50,800 

計 325,000 260,000 295,000 

3．消費税等の取扱    

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

4．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、次の各期末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

 前中間期 当中間期 前  期 

 受取手形 224,114 千円 

支払手形 162,322 

 受取手形 225,329 千円 

支払手形 157,195 

 

 

［中間損益計算書関係］ 

 前中間期 当中間期 前  期 

減価償却実施額    

有形固定資産 81,279 千円 87,221 千円 169,626 千円 

無形固定資産 111 111 223 
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［中間キャッシュ・フロー計算書関係］ 

 前中間期 当中間期 前  期 

現金及び預金勘定 802,539 千円 777,365 千円 757,752 千円 

預入期間が 3ヵ月を 

超える定期預金等 
― ― ― 

現金及び現金同等物 802,539 777,365 757,752 
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［リース取引関係］ 

 

前中間期 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間期 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前  期 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

(注)取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算
定しております。 

(注) 
同      左 

(注)取得価額相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末
残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定してお
ります。 

(2)未経過リース料中間期末残高相
当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相
当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 27,645千円 １年内 30,006千円 １年内 16,513千円 
１年超 41,845 １年超 95,969 １年超 34,028 
合計 69,491 合計 125,976 合計 50,542 

(注)未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。 

(注) 
同      左 

(注)未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 

(3)支払リース料及び減価償却費相
当額 

(3)支払リース料及び減価償却費相
当額 

(3)支払リース料及び減価償却費相
当額 

支払リース料 18,948千円 支払リース料 16,344千円 支払リース料 37,897千円 
減価償却費相当額 18,948 減価償却費相当額 16,344 減価償却費相当額 37,897 
(4)減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残
存価格を零とする定額法によっ
ております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
同      左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
同      左 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
工具・器具・備品 177,069 56,655 120,414 

ソフトウェア 15,891 10,329 5,561 

合計 192,960 66,984 125,976 
 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
工具・器具・備品 208,317 147,566 60,751 

ソフトウェア 15,891 7,150 8,740 

合計 224,208 154,717 69,491 
 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相当額 

 千円 千円 千円 
工具・器具・備品 85,291 41,899 43,391 

ソフトウェア 15,891 8,740 7,150 

合計 101,182 50,639 50,542 
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［有価証券関係］ 
（前中間期）（平成 13 年 9 月 30 日現在） 
その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 
 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

（１）株式 25,231 46,829 21,597 

（２）債券 － － － 

（３）その他 － － － 

合計 25,231 46,829 21,597 

 
（当中間期）（平成 14 年 9 月 30 日現在） 
その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 
 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

（１）株式 25,231 44,275 19,044 

（２）債券 － － － 

（３）その他 － － － 

合計 25,231 44,275 19,044 

 
（前期）（平成 14 年 3 月 31 日現在） 
その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 
 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

（１）株式 12,814 33,213 20,399 

（２）債券 － － － 

（３）その他 － － － 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの 小計 12,814 33,213 20,399 

（１）株式 12,417 10,732 △ 1,684 

（２）債券 － － － 

（３）その他 － － － 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの 小計 12,417 10,732 △ 1,684 

合計 25,231 43,946 18,715 

 

［デリバティブ取引関係］ 

前中間期（自 平成 13 年 4 月 1 日 至 平成 13 年 9 月 30 日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間期（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前期（自 平成 13 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
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Ⅳ．商品販売実績 
当中間期の商品販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

(単位：千円) 
前中間期 

自 平成 13年４月１日 

至 平成 13年９月 30日 

当中間期 

自 平成 14年 4月１日 

至 平成 14年 9月 30 日 

前  期 

自 平成 13年４月１日 

至 平成 14年３月 31 日 

  期 別 
 
 
 

品 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

  ％  ％  ％ 

電 線 類 2,369,058 27.3 2,460,980 28.2 5,097,372 28.0 

配 ･ 分 電 盤 類 2,269,134 26.2 2,378,601 27.3 4,768,364 26.2 

照 明 器 具 類 2,323,172 26.8 2,243,005 25.7 4,989,400 27.5 

家 電 品 類 847,857 9.8 788,722 9.0 1,500,862 8.3 

そ の 他 860,197 9.9 857,298 9.8 1,814,238 10.0 

合 計 8,669,421 100.0 8,728,608 100.0 18,170,238 100.0 

（注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 


